
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  6,625  5.8  176  271.4  186  233.9  △4  －

22年３月期第１四半期  6,262  △1.4  47  △70.2  55  △69.6  △22  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △0  39  －  －

22年３月期第１四半期  △2  21  － －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  12,289  8,334  67.2  795  21

22年３月期  12,950  8,485  64.9  809  48

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 8,254百万円 22年３月期 8,402百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －  －  13 00 － － 13 00  26  00

23年３月期  －  －

23年３月期（予想）  13 00 － － 13 00  26  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  13,400  3.5  200  △15.3  200  △12.3  △120  －  △11  56

通期  28,300  6.4  900  37.1  900  39.4  220  141.0  21  19



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規 －社 （社名       － ） 、除外 －社  （社名       － ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続の対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続を実施中です。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている当期の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したもので

す。予想に内在するさまざまな不確定要因や今後の事業運営における内外の状況変化等により、実際の業績と異なる

場合があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 10,500,000株 22年３月期 10,500,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 119,477株 22年３月期 119,477株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 10,380,523株 22年３月期１Ｑ 10,380,523株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期のわが国経済は、欧州を中心とした世界経済の不透明感や国内雇用情勢の過剰感などにより先行き

懸念はあるものの、新興国経済の回復を背景に輸出が好調に推移し、国内設備投資にも持ち直しの動きが出てきた

ことなどによって、景気は緩やかな回復を見せ始めております。 

 当社グループの属する情報サービス業界に関しては、新規案件の引き合いが増え、全体的に回復感が表れてきて

いるものの、システム開発案件の売上への反映が遅れており、人員過剰感の解消や受注単価の上昇までには至ら

ず、引き続き厳しい状況にあります。 

 こうした環境のなか、当社グループでは、BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）・SI（システムインテグ

レーション）事業ともに保険会社の統合対応案件が好調に推移したことや、臨床試験支援業務が順調に推移したこ

となどから、前年同期比増収となりました。 

 一方、販管費の抑制などにより営業利益は大きく改善したものの、当第１四半期より新たに適用となった資産除

去債務会計の影響により、四半期純損失の改善は小幅にとどまっております。 

 以上の結果、売上高は66億25百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益は1億76百万円（前年同期比271.4％

増）、経常利益は1億86百万円（前年同期比233.9％増）、四半期純損失は4百万円（前年同期は22百万円の四半期

純損失）となりました。 

  

（サービス別営業概況） 

 ビジネスプロセスアウトソーシング（BPO）は、IT支援サービスを中心に保険会社の統合対応案件が好調に推移

したことや、子会社を含めた臨床試験支援業務が順調に推移したこと、公共関連の大型入力業務があったことなど

から、売上高は43億9百万円（前年同期比7.6％増）となりました。 

 ソフトウェアソリューション（SS）は、「ADDRESS」を中心とするコンテンツデータベースや「APシリーズ」の

売上が順調に推移したものの、「TRILLIUM」や基幹業務系パッケージの販売が引き続き低迷したことなどから、売

上高は4億3百万円（前年同期比5.6％減）となりました。 

 システムインテグレーション（SI）は、案件進捗の遅れなどにより一部待機要員が発生したものの、保険会社の

統合対応案件が好調に推移したことや、銀行関連のシステム開発需要が回復してきたことなどから、売上高は19億

3百万円（前年同期比4.3％増）となりました。 

 その他システム機器販売等は、システム開発に付随する情報機器の販売や保険代理店収入等で、売上高は8百万

円（前年同期比85.3％増）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、122億89百万円となり、前連結会計年度末比６億60百万円の減

少となりました。その主な減少原因は、売掛金の減少額５億２百万円、有価証券の減少額１億円、敷金及び保証金

の減少額92百万円であります。 

 なお、純資産は83億34百万円となり、自己資本比率は67.2％で、前連結会計年度末から2.3％増加しておりま

す。 

 

(キャッシュ・フローの状況) 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は29億82百万円となり、前連結会計年度末と比

較して10百万円の増加となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は１億73百万円の増加となりました。主な増加要因は、売上債権の減少

額６億25百万円であり、主な減少要因は、賞与引当金の減少額５億17百万円であります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は91百万円の減少となりました。主な減少要因は、有形固定資産取得に

よる支出１億31百万円、有価証券の取得による支出１億円であり、主な増加要因は、投資有価証券の売却及び償還

による収入２億19百万円であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は71百万円の減少となりました。主な要因は、配当金の支払額１億36百

万円であります。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 景気は着実に持ち直してきているものの、世界経済の不透明感や国内雇用の過剰感は払拭されておらず、景気下

押しリスクも存在しております。 

 こうした中、当社グループを取り巻く環境も予断を許さない状況が続きますが、システム開発から業務運用まで

ワンストップで提供できる強みを活かし、新規案件の受注や既存顧客の深耕など営業活動の強化に努め、計画どお

りに業績を確保してまいります。 

 業績予想につきましては、平成22年5月7日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 減価償却の方法として、定率法を採用している資産については、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間 

按分して算定する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

・会計処理基準に関する事項の変更  

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ７百万円、税金等調整前四半期純利益は１億17百万円減少してお

ります。 

  

（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を

適用しております。 

 これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

  

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

  

・表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書）  

① 前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入

額」は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしまし

た。なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は1,449千円

であります。 

  

② 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用 

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表等 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,921,240 2,909,477

受取手形及び売掛金 3,151,043 3,658,251

有価証券 201,243 301,281

仕掛品 611,773 313,976

原材料及び貯蔵品 17,237 16,024

繰延税金資産 558,684 614,168

その他 411,664 567,479

貸倒引当金 △18,125 △23,135

流動資産合計 7,854,762 8,357,524

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 385,772 400,933

機械装置及び運搬具（純額） 222,503 235,647

工具、器具及び備品（純額） 396,748 419,730

土地 205,976 205,976

その他（純額） 128,335 120,695

有形固定資産合計 1,339,336 1,382,983

無形固定資産   

のれん 456,101 509,283

ソフトウエア 539,894 485,562

その他 38,800 90,569

無形固定資産合計 1,034,796 1,085,414

投資その他の資産   

投資有価証券 437,870 460,264

敷金及び保証金 1,142,090 1,234,586

繰延税金資産 317,368 274,268

その他 209,898 201,895

貸倒引当金 △46,893 △46,900

投資その他の資産合計 2,060,334 2,124,114

固定資産合計 4,434,467 4,592,512

資産合計 12,289,230 12,950,037



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 328,227 340,291

短期借入金 300,000 230,000

未払費用 1,068,593 1,164,216

未払法人税等 75,831 325,965

賞与引当金 649,910 1,167,226

その他の引当金 6,000 4,840

その他 856,975 594,024

流動負債合計 3,285,539 3,826,564

固定負債   

退職給付引当金 493,911 467,899

その他 175,464 170,043

固定負債合計 669,375 637,943

負債合計 3,954,915 4,464,507

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,292,192 1,292,192

資本剰余金 1,493,807 1,493,807

利益剰余金 5,663,215 5,802,163

自己株式 △150,473 △150,473

株主資本合計 8,298,742 8,437,690

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △44,030 △34,909

評価・換算差額等合計 △44,030 △34,909

新株予約権 18,709 18,709

少数株主持分 60,894 64,039

純資産合計 8,334,315 8,485,529

負債純資産合計 12,289,230 12,950,037



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 6,262,573 6,625,082

売上原価 5,153,017 5,448,768

売上総利益 1,109,556 1,176,314

販売費及び一般管理費 1,062,150 1,000,258

営業利益 47,405 176,055

営業外収益   

受取利息 2,030 1,020

持分法による投資利益 643 667

貸倒引当金戻入額 － 3,670

その他 8,691 8,339

営業外収益合計 11,366 13,697

営業外費用   

支払利息 2,773 1,351

創立費償却 － 1,226

その他 11 237

営業外費用合計 2,784 2,815

経常利益 55,987 186,938

特別利益   

投資有価証券売却益 20,225 －

特別利益合計 20,225 －

特別損失   

固定資産除却損 3,979 199

事務所移転費用 30,819 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110,538

その他 801 6,638

特別損失合計 35,600 117,376

税金等調整前四半期純利益 40,612 69,561

法人税、住民税及び事業税 35,383 58,579

法人税等調整額 54,210 18,128

法人税等合計 89,594 76,707

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △7,146

少数株主損失（△） △26,077 △3,144

四半期純損失（△） △22,903 △4,001



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 40,612 69,561

減価償却費 131,338 124,135

のれん償却額 60,000 53,181

賞与引当金の増減額（△は減少） △580,984 △517,315

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22,972 26,011

持分法による投資損益（△は益） △643 △667

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,449 △5,016

受取利息及び受取配当金 △3,400 △1,610

支払利息 2,773 1,351

固定資産除却損 9,478 199

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110,538

売上債権の増減額（△は増加） 601,905 625,185

たな卸資産の増減額（△は増加） △250,183 △299,010

仕入債務の増減額（△は減少） △99,324 △12,064

未払費用の増減額（△は減少） 43,146 △129,579

未払消費税等の増減額（△は減少） 102,723 52,139

その他 220,290 350,398

小計 299,256 447,438

利息及び配当金の受取額 3,996 2,331

利息の支払額 △2,106 △1,193

法人税等の支払額 △141,454 △274,756

営業活動によるキャッシュ・フロー 159,691 173,820

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △100,000

有形固定資産の取得による支出 △73,159 △131,408

無形固定資産の取得による支出 △52,889 △51,449

投資有価証券の取得による支出 △25,545 △534

投資有価証券の売却及び償還による収入 209,800 219,060

その他 △18,123 △27,557

投資活動によるキャッシュ・フロー 40,081 △91,890

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 500,000 400,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 △330,000

長期借入金の返済による支出 △12,330 －

配当金の支払額 △136,504 △136,589

その他 △3,533 △5,123

財務活動によるキャッシュ・フロー 247,631 △71,713

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 447,405 10,216

現金及び現金同等物の期首残高 2,262,058 2,972,516

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,709,463 2,982,733



 該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。  

   

四半期受注及び販売の状況 

①受注実績 

（受注高）                                       （単位：千円） 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（受注残高）                                      （単位：千円） 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②販売実績                                       （単位：千円） 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

サービス 

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

金額 
  

金額 
  

構成比（％） 構成比（％） 

ビジネスプロセスアウトソーシング  3,896,621  64.0  3,638,014  59.0

ソフトウェアソリューション  372,489  6.1  435,718  7.1

システムインテグレーション  1,816,210  29.8  2,079,306  33.8

その他システム機器販売等  4,497  0.1  8,333  0.1

合計  6,089,818  100.0  6,161,372  100.0

サービス 

前第１四半期連結累計期間末 当第１四半期連結累計期間末 

金額 
  

金額 
  

構成比（％） 構成比（％） 

ビジネスプロセスアウトソーシング  7,712,187  69.5  7,752,351  67.4

ソフトウェアソリューション  1,296,988  11.7  1,315,156  11.4

システムインテグレーション  2,086,144  18.8  2,443,710  21.2

合計  11,095,321  100.0  11,511,218  100.0

サービス 

前第１四半期連結累計期間  当第１四半期連結累計期間 

金額 
  

金額 
  

構成比（％） 構成比（％） 

ビジネスプロセスアウトソーシング  4,005,696  64.0  4,309,958  65.1

ソフトウェアソリューション  427,115  6.8  403,159  6.1

システムインテグレーション  1,825,265  29.1  1,903,631  28.7

その他システム機器販売等  4,497  0.1  8,333  0.1

合計  6,262,573  100.0  6,625,082  100.0
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